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資料１



●水防災意識社会再構築ビジョンとは、関東・東北豪雨を踏まえ、平成32年度を目途に水防災意
識社会再構築するソフト・ハード対策の取り組みを実施することである。
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水防災意識社会再構築ビジョンとは

多くの住民が避難の遅れにより孤立し、ヘ
リやボートにより救出

写真提供：関東地方整備局

常総市役所から駐車場を撮影（撮影日：9/11）
周辺は浸水し、防災拠点の市役所も孤立化。



●平成28年3月に第1回協議会が開催され、平成29年12月21日に土砂災害を含めた正式な法定協議会と承認
された。第5回協議会が開催され、タイムライン二次案ついて報告された。
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（平成28年7月29日）第２回五ヶ瀬川水系等浸水被害軽減対策協議会

●達成すべき減災目標を共有、達成に向けた３本柱を確認

●五ヶ瀬川流域のハード・ソフト対策を推進する取組を確認
●みんなでまもるプロジェクトとして取組みを開始

●平成29年1月の答申を踏まえ国と県で合同で協議会を実施
●現状の水害リスク情報や取組状況の共有

●法定協議会として正式に承認
●高千穂町、日之影町、五ヶ瀬町が追加、取組方針の確認

五ヶ瀬川水系浸水被害軽減対策協議会の経緯

（平成28年3月25日）第１回 五ヶ瀬川水系等浸水被害軽減対策協議会

（平成29年６月1日）第３回五ヶ瀬川水系等浸水被害及び土砂災害軽減対策協議会（仮称）

●平成29年度の取組内容の報告（タイムライン二次案の報告）

（平成30年６月25日）第５回 五ヶ瀬川水系等浸水被害及び土砂災害軽減対策協議会

（平成29年12月21日）第４回 五ヶ瀬川水系等浸水被害及び土砂災害軽減対策協議会

●平成30年度の取組内容の報告

（令和元年６月24日） 第６回五ヶ瀬川水系等浸水被害及び土砂災害軽減対策協議会

●令和元年度の取組内容、避難所における新型コロナウイルス感染症への対応について報告

（令和 2年 7月 6日） 第7回五ヶ瀬川水系等浸水被害及び土砂災害軽減対策協議会



●第１回協議会で、平成17年9月台風14号水害を超える大規模水害は起こり得るとの認識のもと
で達成すべき減災目標を設定。目標達成に向けた３本柱の取組を確認。
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第1回協議会：達成すべき減災目標を共有



●第2回協議会で、概ね５年間で実施する「五ヶ瀬川の減災に係る取組方針」について承認。
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第2回協議会：減災に係る取組方針を承認



●平成29年1月の社会資本整備審議会（答申）により河川管理者、地方公共団体等が一体的に対
応し「水防災意識社会」の再構築のための取組を推進し、具体的な内容の充実を図ることが明記。
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第3回協議会：国と県合同の協議・取組方針共有

県の取組方針の共有

答申（中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方について）を踏まえた合同協議会

河川管理者、地方公共団
体等が一体的に対応し
「水防災意識社会」の再
構築のための取組を推進
し、具体的な内容の充実
を図ることとなった

国の取組に加え、
県の取組も共有

第3回協議会は、国と県
と合同で実施。

五ヶ瀬川水系等浸水被害
及び土砂災害軽減対策協
議会（仮称）



●第4回協議会で、水防法の一部改正により正式に法定の協議会となった。
●高千穂町、日之影町、五ヶ瀬町が追加となり、取組方針も町の内容（土砂災害）が追加された。
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第4回協議会：法定協議会として正式に承認

協議会の構成員抜粋 取組方針の抜粋

構成機関に新たに3町
が追加された

取組方針には、３町
の内容を追加（土砂
災害に関する内容も
追加された）

正式に法定協議会となる



●五ヶ瀬川水系県管理河川の浸水被害や土砂災害における目標として、新たに２つの目標が掲げ
られた。
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第４回協議会：土砂災害の減災目標を追加

■五ヶ瀬川水系等県管理河川の浸水被害や土砂災害における目標

【概ね５年間で達成すべき目標】

平成29年6月1日には、既存の協議会に県管理河川や土砂災害も加えた「五ヶ瀬川

水系等浸水被害及び土砂災害軽減対策協議会」が発足した。県管理河川や土砂災害
に関して、各地で頻発する大規模災害を鑑み、「施設で守り切れない災害は必ず発生
する」との認識に立ち、社会全体で水害・土砂災害に備える「水防災意識社会」を再構
築するため、本協議会の各構成員が連携して平成33年度までに達成すべき減災目標
を以下のとおりとした。

① 大規模氾濫等に対し地域防災力を高め「水害・土砂災害に強い地域づくり」

を目指す

② 広域的な浸水被害・土砂災害に対し「安全な場所への確実な避難」・「被害

の最小化」を図る



●第5回協議会で、平成29年度に実施したソフト・ハード対策について各機関より報告。

第５回協議会：平成29年度取組内容の報告

４．主な意見・コメント等
①想定最大規模の浸水想定区域図・土砂災害警戒区域図の早
期公表
②防災学習教材・シラバスの作成・充実
③こどもたちを対象とした防災教育の充実及び教員への防災
学習の実施・促進
④社会システムの回復のための取組・計画の作成・推進

１．概 要
平成29年度に実施した各機関の取組内容から先進的に進められている事例を話題提供として報告を行った。洪水警報の危険度分布の予測や
想定最大規模の浸水区域における要配慮者名簿のリストアップ、地域防災計画の見直し、ハザードマップの作成などの進捗状況を共有した。

２．実施状況
○日 時：平成３０年６月２５日（月）
○場 所：延岡市役所 2階講堂
○出席者 ：宮崎地方気象台、宮崎県、延岡土木事務所、西臼

杵支庁、 延岡市、高千穂町、日之影町、五ヶ瀬町、
宮崎大学、延岡河川国道事務所

関係機関約３０名参加

村上先生（宮崎大学） 杉尾先生（宮崎大学） 延岡河川国道事務所長 宮崎地方気象台長 延岡土木事務所長

３．議事内容
①これまでの経緯について
②各機関からの話題提供について
－堤防整備と詳細な堤防高の確認について

：延岡河川国道事務所長
－ICTを活用した洪水情報･大雨警報情報・土砂災害警戒情報

の提供 ：宮崎地方気象台長
－L2浸水想定区域策定状況について

：延岡土木事務所長
－土砂災害に関する防災教育について

：西臼杵支庁長
－要配慮者等を対象にした避難体制の確立及び避難方法の
周知について等 ：延岡市長

－インフラ事業者と連携した情報提供について等
高千穂町副町長

－防災避難訓練について ：日之影町長
－土砂災害ハザードマップの作成について ：五ヶ瀬町長

西臼杵支庁長 五ヶ瀬町長延岡市長 高千穂町副町長 日之影町長 8



●第6回協議会で、平成30年度に実施したソフト・ハード対策について各機関より報告。

第６回協議会：平成30年度取組内容の報告
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